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研究成果の概要（和文）：本研究では、実態調査を通して、知的障害者の生涯発達支援について、ライフステー
ジ別の支援課題を明らかにし、さらに、支援プログラムの作成及び有効性の検証を行った。結果、①知的障害者
のライフステージが上がるにつれて、支援課題が変化していくこと、②これらの課題に対しては、主に「学習」
の領域を活動の軸として、その都度知的障害者本人が学び続けることのできるような支援体制が必要であるこ
と、③生涯発達支援の４領域の土台になる「考えるわざ」へアプローチする必要性とその有効性などが明らかと
なった。今後は外部機関との連携を含めたシステム構築の検討及び有効性の検証を行う必要性がある。

研究成果の概要（英文）：This research clarified about the lifelong development support of adults 
intellectually disabilities through the survey, the support task according to life stage, and the 
support program was prepared and the effectiveness was verified. As a result, (1) support issues 
will change as the life stage of adluts with intellectual disabilities rises. (2) For these issues, 
Adults intellectual disability will be used in each case, mainly in the area of "learning" 
activities. It became clear that a support system that enables the individual to continue learning 
is necessary, and (3) the need to approach the "Way to think" that forms the basis of the four areas
 of lifelong development support and its effectiveness. In the future, it is necessary to study the 
system construction including cooperation with external organizations and verify the effectiveness.

研究分野： 知的発達障害心理学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　2018年の「障害者基本計画第４次」では、「学校卒業後の障害者が社会で自立して生きるために必要になる力
を生涯にわたり維持・開発・伸長するため、効果的な学習や支援のあり方等に関する研究や成果普及等を行い、
障害者の各ライフステージにおける学びを支援する」ことが改めて示された。このように、生涯にわたる発達支
援である「生涯発達支援」が、近年改めて注目されていることが分かる。
　しかし、これまでライフステージに着目し、特に成人期における知的障害者に対する生涯発達を前提とした支
援方法の検討はほとんどなされていないため、研究を積み重ねていく必要がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 2002 年に 2018 年の「障害者基本計画第４次」では、「学校卒業後の障害者が社会で自立して
生きるために必要になる力を生涯にわたり維持・開発・伸長するため、効果的な学習や支援のあ
り方等に関する研究や成果普及等を行い、障害者の各ライフステージにおける学びを支援する」
ことが改めて示された。このように、生涯にわたる発達支援である「生涯発達支援」が、近年改
めて注目されていることが分かる。 
 しかし、これまでライフステージに着目し、特に成人期における知的障害者に対する生涯発達
を前提とした支援方法の検討はほとんどなされていないため、研究を積み重ねていく必要があ
る。 
 
２．研究の目的 
本研究（「知的発達障害者のライフステージに応じた生涯発達支援システムの構築に関する研

究」）は、近年注目されている知的発達支援について、ライフステージ別の支援課題に基づく支
援プログラムの構築を目的とした研究である。具体的には４つの研究よりなる。 
研究１では、知的発達障害者におけるライフステージ別の支援課題に関わる調査研究を行う。

研究２では、知的発達障害者におけるライフステージ別の活動内容に関わる調査研究を行う。研
究３では、知的発達障害者におけるライフステージ別の支援プログラムの作成を行う。研究４で
は、知的発達障害者におけるライフステージ別の支援プログラムの有効性の検証を行う。 
 
３．研究の方法 
研究１：①調査対象：障害者相談支援事業所 4159 ヵ所であった。②調査内容：知的発達障害者
におけるライフステージ別の支援課題についてであった。③調査方法：郵送による質問紙の送付、
回収により行った。④回収率：25.8％であった。⑤分析：年代別に「学習・余暇支援」「自立生
活支援」「作業・就労支援」「コミュニケーション支援」「健康支援」の 5つの領域の回答率を算
出した。 
研究２：①調査対象：就労移行支援事業所 2058 ヵ所であった。②調査内容：知的発達障害者に
おけるライフステージ別の活動内容についてであった。③調査方法：郵送による質問紙の送付、
回収により行った。④回収率：24.1％であった。⑤分析：年代別に「日常生活に関する活動」、
「学習活動に関する活動」、「作業や就労に関する活動」、「コミュニケーションに関する活動」、
「健康管理に関する活 動」の５つの領域の回答率を算出した。 
研究３：①調査対象：成人期知的障害者 50 名。②調査内容：③調査方法：研究１及び研究２の
調査結果に基づいて、研究協力者とともに知的発達障害者におけるライフステージ別の実態に
応じた支援プログラムの作成を行った。④分析：「支援内容・支援方法」「職員配置」「評価表」
に分けて検討した。 
研究４：①調査対象：成人期知的障害者 50 名。②調査内容：成人期知的障害者におけるライフ
ステージ別の支援プログラムの試行③調査方法：研究協力者とともに知的発達障害者における
ライフステージ別の実態に応じた支援プログラムの作成を行った。④分析：「支援内容・支援方
法」「職員配置」「評価表」に分けて検討する。 
 
４．研究成果 
研究１：、ライフステージ別の支援課題についての調査研究に取り組んだ。結果、学習・余暇支
援領域では、「転学」に関する相談の 6割が小学校段階で、「アセスメント」「学習の遅れ」「サー
ビス利用」の相談も同様に多く見られた。中学校から高校段階では「不登校」の相談が多く見ら
れた。成人期ではこの領域の相談件数は少ない結果であった。自立生活支援領域では、家族や経
済の相談が継続し、ADL に関しては 10 代で獲得、2、30 代で維持の問題に変化した。作業・就労
支援では、高校卒業後に不満などを感じ相談に至るケースが多く、20歳代にはキャリアアップ、
30 代では転職希望などの支援要請の相談の割合が増加、40歳以上では辞意が多く見られた。「コ
ミュニケーション支援領域」では、10 代では友人や家族との間で、自身の障害特性を理解でき
ないことなどから、他害をする等の相談が見られた。20 代では友達や同僚、職員との間で、周
囲の理解の不十分、環境 変化の結果の対人トラブルも見られた。30代では、同僚や職員との間
で、精神疾患、動作緩慢などによる関わり方の難しさがあった。40 代以上は行動上の問題は 減
少するが、30 代で見られた問題が継続した。「健康支援領域」では、10 代までは、「精神面での
不安定」「障害が受容できない」。20代では環境変化により「精神的・身体的な傷病」に発展、ま
た「能力を発揮できない」場面も顕在化する。30代では安定するが、「加齢により発症する疾病」
が現れ始める。40代以上 になると、「退行期へと移行」「全身状況の老化」が見られた。 
研究２：ライフステージ別の活動内容についての調査研究に取り組んだ。結果、「日常生活に関
する活動」は 20 代、30 代、50代に多く見られ（順に 17.9％、19.4％、15.8％）、ライフステー
ジに関係なく一貫して活動を提供していることが明らかとなった。「学習活動に関する活動」は
10 代、20 代に多く見られ（順に 15.3％、15.8％）、その後減少したことから、学齢期から成人
期への移行期である 10 代、20 代に多く提供されることが明らかとなった。「作業や就労に関す
る活動」は 20代、30代、50 代に多 く見られ（順に 26.3％、25.8％、31.6％）ライフステージ
に関係なく一貫して活動を提供していることが明らかとなった。「コミュニケーションに関する
活動」は 20 代、30 代に多く見られ（順に、37.4％、35.5％）、職場での対人関係などのトラブ



ルへの対応のためにこのような活動を提供していることが予想された。「健康管理に関する活動」
は 10 代、20代、30代に多く見られ（順に 12.7％、14.2％、14.5％）、ライフステージに関係な
く一貫して活動を提供していることが明らかとなった。 
研究３：研究協力者との協議を重ねた結果、研究 1で明らかになった支援課題のうち、成人期以
降の自立生活に関する内容や、転職・キャリアアップなどが特に問題として挙げられた。これら
の問題に対して知的発達障害者自身が主体的に考えて解決していくために、４領域のベースと
なる「考えるわざ」を学ぶことが必要であると考えられた。そのため、成人期以降の学習活動を
主な活動として設定し、支援プログラムを作成することとした。支援内容として成人期を４つの
期に分け、それぞれの期に学習する内容を整理した。その結果、主にコミュニケーション領域や
学習・余暇領域の内容に取り組む「ヤングアダルトプログラム（23～30 歳）」、作業・就労領域を
中心としつつ自立生活領域やコミュニケーション領域の内容にも取り組む「ミドルアダルトプ
ログラム（31～45 歳）」、作業・就労領域を中心としつつ自立生活領域や学習・余暇領域の内容
にも取り組む「シニアアダルトプログラム（46～55 歳）」、主に自立生活領域や学習・余暇領域
の内容に取り組む「オールドアダルトプログラム（56歳～）」というライフステージに応じた支
援プログラムが提案された。 
研究４：研究３で提案された支援プログラムのうち、より多くのライフステージにまたがる学習
内容となる自立生活領域の学習内容を取り上げた。さらに、東京学芸大学での「オープンカレッ
ジ東京」の取り組みにおいて、講義内容や教材作成に関する研究協力者との議論を通して、「考
えるわざ」を学習するプロセスを整理し、知的発達障害を有する受講生へ実際にそのプロセスに
沿った学習活動を提供した。支援プログラムの検証としては毎回の学習活動を振り返り、受講生
の正答率の上昇や保護者から収集した日常生活の変化に関する情報などから、効果的であった
と言える。 
今後の課題として、外部機関との連携を含めたシステム構築の検討及び有効性の検証を行う

必要性が挙げられる。本研究では、実態調査の結果を踏まえながら研究協力者との協議を積み重
ね、知的障害者に対して、定期的な支援プログラムの提供を行った。支援プログラムは一定の効
果を得たものの、ライフステージに応じた支援プログラムの提供や外部機関との連携を含めた
「システムの構築」には至らなかったため、今後は支援プログラム及び支援システムの構築や有
効性の検証が必要である。 
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成人期知的障害者の就労継続支援事業における機能の検討

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名



2018年

2018年

2018年

2018年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本特殊教育学会第56回大会

日本特殊教育学会第56回大会

日本特殊教育学会第56回大会

日本特殊教育学会第56回大会

今枝史雄・小笠原拓・竹井卓也・菅野敦

近藤拓弥・今枝史雄・竹井卓也・菅野敦

辻村洋平・大沼健司・今枝史雄・菅野敦

城田和晃・松本咲子・今枝史雄・菅野敦

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

知的障害者の自己決定の選択プロセスの遂行の特徴（Ⅲ）－観点の重みづけに基づく選択行為に焦点をあてて－

成人期知的障害者の一般就労へ向けた支援における就労率と支援者の意識との関連－就労移行支援事業所への調査を通して－

知的障害者の自己決定の選択行為形成に向けた学習支援「居住先の選択」を課題とした実践を通して

教科別の指導を通した知的障害者の問題解決能力の形成に向けた学習支援に関する研究（Ⅰ）－教科・理科の指導を基に－

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年



2018年

2018年

2017年

2017年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本特殊教育学会第56回大会

発達障害支援システム学会

日本発達障害学会

日本発達障害学会

川西邦子・吉澤洋人・今枝史雄・菅野敦

松本咲子・今枝史雄・菅野敦

近藤　拓弥・今枝　史雄・菅野　敦

今枝　史雄・菅野　敦

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

成人期知的障害者の就労に向けた機能の検討

成人期知的障害者の障害福祉サービスにおける一般就労へ向けた支援内容の分類―先行研究の検討を通して―

成人期知的障害者の選択行為に関わる問題理解プロセス遂行の特徴（Ⅰ）―「要素の抽出・整理」プロセスに焦点をあてて―

教科別の指導を通した知的障害者の問題解決能力の形成に向けた学習支援に関する研究（Ⅱ）社会科（地理）の実践を通して



2017年

2017年

2017年

2017年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本発達障害学会

日本特殊教育学会

 ２．発表標題

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

日本特殊教育学会

日本特殊教育学会

城田　和晃・今枝　史雄・菅野　敦

本光　侑・今枝　史雄・佐藤　麗奈・菅野　敦

今枝　史雄・城田　和晃・小笠原　拓・原　智彦・菅野　敦

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

知的障害者の自己決定に関わる問題理解プロセス遂行の特徴（１）―科学実験を通した実践を通して―

重度知的障害者の生活に関わる支援課題に関する研究―生活介護事業所への調査を通して―

知的障害者の自己決定の選択行為形成に向けた学習支援―生涯学習機会での実践を通して―

知的障害者の自己決定に関わる問題解決能力の形成に向けた学習支援―生涯学習機会での実践を通して―

 １．発表者名

 １．発表者名
城田　和晃・菅野　敦・今枝　史雄・吉澤　洋人・井澤　信三

 ３．学会等名



2017年

2017年

2017年

2017年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

日本特殊教育学会

日本特殊教育学会
 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

日本特殊教育学会

日本特殊教育学会

川西　邦子・吉澤　洋人・今枝　史雄・菅野　敦

深井　敏行・加藤　宏昭・小笠原　拓・今枝　史雄・菅野　敦

今枝　史雄・小笠原　拓・竹井　卓也・菅野　敦

近藤　拓弥・今枝　史雄・竹井　卓也・烏雲　畢力格・菅野　敦
 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

知的障害者の自己決定に関わる問題理解プロセス遂行の特徴（２）―比較の観点を抽出する手続きに焦点をあてて―

知的障害者の自己決定における選択行為形成に向けた学習支援―選択行為の振り返りに焦点をあてて―

知的障害者の自己決定の選択プロセスの遂行の特徴―未知課題を題材とした実践を通して―

成人期知的障害者の障害福祉サービスにおける一般就労へ向けた支援課題に関する研究―全国の就労移行支援事業所への調査を通して―
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